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１．研究の目的 
 この研究の目的は、中国の小学校における道徳教育のあり方を、公共意識の形成に焦点
を当てて探究することである。 
中国では 1978 年 12 月から「改革開放」政策が実施された。また 1984 年からは社会主義
市場経済に移行した。物質生活は豊かになったが、反面、子どもや大人の間に拝金主義や
自己中心主義の意識が広まっている。1979 年に導入された「一人っ子」政策は、過保護な
親や「小皇帝」と呼ばれる自己中心的な子どもを多く生み出すことになった。さらに、「応
試教育」と呼ばれる過度な受験中心の教育は、子どもたちの間に過剰な競争意識をもたら
している。これからの中国の子どもたちには、他人や社会のことを考え、他人とともに主
体的に社会を形成しようとする意識、すなわち公共意識を育む道徳教育が不可欠である。 
中国の小・中学校では、週に 1時間の道徳の授業が実施されている。また、時代に合わ
せて、道徳授業の科目名や内容も改革されている。けれども、実際の道徳の授業は、教師
が一方的に国や学校の方針に従うことを教える旧来の姿のままである場合が多い。道徳授
業における「公共意識」の形成に関する先行研究としては、蔡秋英（2007）や沈暁敏（2006）
が教科書の分析を中心に考察している。本研究では、学校教育全体での「公共意識」の形
成という観点から、今後の中国の小学校では、どのような公共意識がどのような方法で育
まれるべきかを検討していく。 
 
２．研究の内容 
 本研究では、文献資料の検討を中心として、次のような構成で考察を進めた。 
 
序章 問題設定と概念規定 
第１節 問題設定 
第２節 公共意識の概念 
第１章 現代中国における学校教育・道徳教育の展開 
第１節 中国の学校教育の歴史 
第２節 中国の道徳教育の歴史 
第２章 現代中国における道徳教育と公共意識の形成の実態 
第１節 「品徳と生活」「品徳と社会」の課程標準の検討 
第２節 「品徳と生活」「品徳と社会」の教科書の検討 
第３章 現代中国の道徳教育における公共意識の形成の可能性と課題 
第１節 公共意識の形成の可能性 
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第２節 公共意識の形成の課題 
終章 研究のまとめと課題 
 
 序章では、問題設定について述べるとともに、公共意識の概念を検討した。公共意識に
は、国家の方針に個人が他律的に従うという「他律的、家父長的な公共意識」と、多様な
個々人が自律的に国家、社会のあり方やルールを決めていくという「自律的、多元的な公
共意識」が区別される（cf. 齋藤 2000、牧野 2006、山脇 2004）。その上で、中国では伝
統的に他律的、家父長的な公共意識が根強いこと、今後は自律的、多元的な公共意識の形
成を目指さなければならないことを確認した。 
 
第１章「現代中国における学校教育・道徳教育の展開」では、1949 年 10 月の中華人民共
和国成立以後の中国の学校教育と道徳教育の展開を確認した。第１節では、現代中国の学
校教育の歴史を、政治・経済や教育内容の変化をもとに、以下の５期に区分して検討した。 
 
 第１期： ソビエト連邦（当時）の教育の導入が進められた時期（1949～57 年） 
 第２期： 教育大改革及び大調整の時期（1957～66 年） 
 第３期： 文化大革命の時期（1966～1976 年） 
 第４期： 改革開放政策が開始された時期（1977～1993 年） 
 第５期： 「素質教育」が目指される時期（1993 年以後） 
 
中華人民共和国成立以降、中国では、まずソビエト連邦（当時）の教育が積極的に導入
され、その後中国独自の教育が模索された。しかし、続く文化大革命の時期には、政治的
混乱のために、教育も破壊的な影響を受けた。文化大革命の後、義務教育法の制定（1986
年）をはじめとして、学校教育が整備された。同時に、「改革開放」政策や社会主義市場経
済の展開、「一人っ子」政策の実施や受験競争の高まりなどを受け、子どもたちの成長にさ
まざまな問題が生じた。このような現状に対して、政府は 1993 年以降、バランスのとれた
人格形成を目指す「素質教育」という教育理念を掲げ、教育の改革を推し進めている。 
第２節では、現代中国の道徳教育の歴史を、道徳授業科目の変遷を中心に、以下の５期
に区分して確認した。 
 
第１期： 中華人民共和国成立から文化大革命の開始まで（1949 年～1966 年） 
第２期： 文化大革命の時期（1966 年～1976 年） 
第３期： 小学校「思想品徳」の設置（1981 年） 
第４期： 中・高等学校「思想政治」の設置（1992 年） 
第５期： 小学校「品徳と生活」「品徳と社会」、中学校「思想品徳」の設置（2000 年代） 
 
3 
 
 今日の子どもたちの道徳的な問題に対し、小学校では 2002 年に「品徳と生活」（１～２
年生対象）、「品徳と社会」（３～６年生対象）という教科が設けられた。政治教育中心の「思
想品徳」に比べ、生活性、開放性、活動性、総合性などが重視されるようになった。中学
校でも 2003 年に「思想政治」に替えて「思想品徳」という教科が設けられた。この「思想
品徳」においても、実践性や総合性が重視されている。それまでの教師中心の授業から児
童生徒中心の授業への転換が始まっている。しかし実際には、まだ教師の一方的な説話を
中心にした授業が多く、「素質教育」の理念も教師に十分に理解されているとは言えない。 
 
 第２章「現代中国における道徳教育と公共意識の形成の実態」では、「品徳と生活」「品
徳と社会」の課程標準（日本の「学習指導要領」に相当）の内容項目と教科書の内容の分
析を通して、現代中国の学校における道徳教育と公共意識の形成の実態を考察した。 
低学年が対象の「品徳と生活」では、どちらかといえばクラスや国家という集団に従属
する者として個人を捉える、他律的で家父長的な公共性の概念が強く反映されている。し
かし、部分的には、相手や友達の立場に立ったり、決まりを守らなかったらどうなるかを
考えさせたりしながら、なぜ決まりや規範が必要なのかを子ども自身が考え、理解してい
く内容も含まれている。 
３年生以上を対象とする「品徳と社会」では、特に３年生の段階で、日常生活や社会生
活上のルールの大切さやその意味を自分たちで考え、他人と協力して主体的に日常生活や
社会生活を営む態度を育成する内容が多く含まれていた。このような内容は、自律的で多
元的な公共意識を形成する手がかりとなるものである。しかし４年生以降は、地域社会、
国家、国際社会に関わる地理的、歴史的な知識を学ぶ内容が多くなる。全体としてみると、
国家への帰属意識と国際社会のなかでの中国の優秀さを子どもたちに学ばせようとする意
図が強く読み取れる。共産主義の政治体制のもとで、他律的、家父長的な公共意識の形成
につながるものであると言える。 
 
 第３章「現代中国の道徳教育における公共意識の形成の可能性と課題」では、現代中国
の小学校における道徳教育のなかで、公共意識を形成していく可能性と課題を検討した。 
第１節では、これからは「品徳と生活」「品徳と社会」の時間に教師が一方的に児童生徒
を指導するのではなく、学校生活全体でのさまざまな機会に、体験を通して、自律的、多
元的な公共意識の形成が目指されるべきことを述べた。「品徳と生活」「品徳と社会」の授
業では、以前の「思想品徳」に比べ、生活性、開放性、活動性、総合性などが重視され、
教科書の使い方について教師の自由裁量の余地が大きくなっている。具体的には、日常生
活のさまざまな場面の写真や挿絵が多く掲載されているだけで、教え込みを意図した指示
や説明は少ない。このことを手がかりとして、子どもたちが自律的に学び合うスタイルの
授業に変えることが可能である。また、「品徳と生活」「品徳と社会」以外の教科では、「総
合実践活動」（日本の「総合的な学習」に類似した教科）の体験的な学び合いのなかで、自
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律的、多元的な公共意識を形成することができる。さらに、他の教科の授業での子どもた
ちどうしの意見交換や学び合い、学級での活動や学校の行事の運営に生徒が積極的に関わ
ることも、自律的、多元的な公共意識の形成につながるであろう。 
第２節では、自律的で多元的な公共意識の形成に向けた課題について検討した。最も大
きな課題として、教師の意識と専門性の向上が挙げられる。共産党の一党支配という政治
体制や過度の受験競争という社会の風潮のもと、教師のなかには知育偏重、道徳軽視の意
識が広まっており、教師中心の一方的な授業形態からも抜け出せていない。しかし、政治
や社会の体制をすぐに変えることは難しいが、教師の意識と専門性を向上させ、自らの裁
量を活かして授業や学校生活を少しずつ変えていくことはできる。さまざまな体験や活動
を通して、子どもたち自身が自律的で多元的な公共意識を形成していけるよう、学校や授
業を変えていくことの重要性を指摘した。 
 
終章「研究のまとめと課題」では、本研究の結論をまとめるとともに、残された課題に
ついて述べた。中国の学校教育・道徳教育の歴史については、より政治的、社会的な要因
に関連づけて検討することや、法規、制度、カリキュラムなどの項目ごとに丁寧に整理す
る必要がある。また、学校での道徳授業や道徳教育のなかに、実際にどの程度、自律的で
多元的な公共意識を形成する可能性が含まれているのかも、解明する必要がある。これら
の点は今後の課題としたい。 
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